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ごあいさつ

代表取締役社長

　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り、厚く御
礼申しあげます。
　当社におきましては、本年4月に発生した熊本地震により、
熊本県内を中心として、送電・配電設備などの多くの電力
設備が被害を受け、現在、本格復旧に努めております。
　このような状況のもと、当上半期の連結収支につきまして
は､収入面では、再エネ特措法交付金は増加したものの、燃
料費調整の影響による料金単価の低下などにより電灯電力
料が減少し、支出面では、修繕工事の年度内繰延べ及びグ
ループ一体となって費用削減に取り組んだことや、昨年8月
以降の川内原子力発電所の発電再開や燃料価格の下落によ
り燃料費が減少したことなどから、経常利益は前年同期に比
べ348億円増の1,003億円、平成28年熊本地震に伴う特別
損失の計上などにより、親会社株主に帰属する四半期純利
益（4～9月累計）は前年同期に比べ278億円増の814億円
となりました。
　しかしながら、玄海原子力発電所3、4号機が再稼働に至っ
ていないことや、財務状況が依然として厳しいことなどを踏
まえ、当期の中間配当につきましては、誠に遺憾ではござい
ますが、見送らせていただきました。株主の皆さまに、深く
お詫び申しあげます。
　最重要課題であります玄海原子力発電所3、4号機の再
稼働につきましては、全国に先がけて再稼働した川内原子力
発電所1、2号機や、それに続く他社の原子力発電所の事例
から得られた知見などを最大限に活かし、安全の確保を大前
提に、一日も早い再稼働に向け、グループを挙げて対応して
まいります。併せて、地域の皆さまにご理解やご安心をいた
だけるよう、様々な機会を捉え丁寧なご説明を行うなど、こ
れまで同様、きめ細かな対応に努めてまいります。
　また、引き続きグループ一体となって、安全確保・法令遵
守・安定供給を前提に、徹底した費用削減に取り組み、料金
原価に織り込んだ経営効率化を達成すべく、最大限努力して
まいります。
　一方、本年4月から電力小売全面自由化が開始され、本
格的な競争の時代が到来しました。当社は、お客さまから選

ばれ続けるよう、「スマートファミリープラン」などの多様な
ライフスタイルに合わせた新料金プランや、安心して暮らせ
る毎日をサポートする新サービス「九電あんしんサポート」、
ご契約を継続いただくことなどでポイントが貯まる「Ｑピコ」
のご提供を開始いたしました。今後とも、新たなサービスの
展開など、競争力の強化に努めてまいります。
　さらに、平成32年4月に予定されている発送電分離など
の事業環境変化を踏まえ、競争を勝ち抜くための迅速性や
柔軟性を備えた組織・業務運営体制を構築してまいります。
　特に、平成29年4月からは、送配電事業に「社内カンパ
ニー」を導入して、外形的にも中立性の高い組織を設置し、
より一層、公平性・透明性・中立性の確保及び自律的な業
務運営に努めてまいります。
　当社といたしましては、昨年4月に策定した「九州電力グ
ループ中期経営方針」のもと、様々な取組みをグループ一
体となって進めることにより、持続的な成長を目指すととも
に、ステークホルダーの皆さまへの価値提供を果たしてまい
ります。
　株主の皆さまにおかれましては、なお一層のご理解とご協
力を賜りますようお願い申しあげます。

平成28年11月
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事業の状況（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）

当上半期のわが国経済は、生産や輸出など一部に弱い動き
がみられるものの、設備投資が増加するなど基調として緩や
かな回復が続いています。九州経済は、観光面を中心に平成
２８年熊本地震の影響が和らぐ中、生産面で一部業種の操業度
を高める動きもあり、緩やかに回復しています。
当上半期の連結収支につきましては、収入面では、電気事
業において、再エネ特措法交付金は増加しましたが、燃料費
調整の影響による料金単価の低下などにより電灯電力料が減
少したことなどから、売上高（営業収益）は前年同期に比べ
０.３％減の９,２８２億円、経常収益は０.２％減の９,３７１億円とな
りました。
一方、支出面では、電気事業において、再生可能エネルギー
電源からの購入電力料は増加しましたが、修繕工事の当期内
繰延べ及びグループ一体となって費用削減に取り組んだこと
や、昨年８月以降の川内原子力発電所の発電再開や燃料価格
の下落により燃料費が減少したことなどから、経常費用は
４.２％減の８,３６７億円となりました。
以上により、経常利益は前年同期に比べ５３.１％増の１,００３
億円となりました。また、平成２８年熊本地震に伴う特別損失
の計上などにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は
５２.０％増の８１４億円となりました。
事業別の業績（内部取引消去前）は、次のとおりとなりま
した。

電気事業
当上半期の販売電力量につきましては、電灯は、６月から
９月の気温が前年に対し高めに推移したことによる冷房需要
の増加などから、前年同期に比べ４.１％の増加となりました。
また、電力は、一部工場における生産の減少などから、１.６％
の減少となりました。この結果、当上半期の総販売電力量は
３９５億８千万kWhとなり、０.３％の増加となりました。
一方、供給面につきましては、川内原子力発電所１、２号
機の安定稼働に加え、新エネルギー等の増加に対して火力、
揚水等の発電設備の総合的な運用を行うことにより、安定し
た電力をお届けすることができました。
当上半期の業績につきましては、売上高は、再エネ特措法
交付金は増加しましたが、燃料費調整の影響による料金単価
の低下などにより電灯電力料が減少したことなどから、前年

同期に比べ０.３％減の８,６１２億円となりました。一方、営業
費用は、再生可能エネルギー電源からの購入電力料は増加し
ましたが、修繕工事の当期内繰延べ及びグループ一体となっ
て費用削減に取り組んだことや、昨年８月以降の川内原子力
発電所の発電再開や燃料価格の下落により燃料費が減少した
ことなどから、４.８％減の７,５５７億円となりました。以上に
より、営業利益は、５０.１％増の１,０５５億円となりました。

エネルギー関連事業
エネルギー関連事業は、電気設備の建設・保守など電力の
安定供給に資する事業、お客さまのエネルギーに関する様々
な思いにお応えするため、ガス・LNG販売、再生可能エネ
ルギー、エネルギーサービス事業等を展開しています。また、
九電グループが培ってきた技術・ノウハウを活かし、海外エ
ネルギー事業の強化や九州域外におけるエネルギー事業の展
開などにも取り組んでいます。
売上高は、海外電気事業の売上増などはありましたが、ガ
ス・LNG販売価格の低下による減少などにより、前年同期
に比べ０.９％減の７９４億円、営業利益は１０.３％減の３２億円と
なりました。

情報通信事業
情報通信事業は、保有する光ファイバ網やデータセンター
などの情報通信事業基盤や事業ノウハウを活用し、データ通
信、光ブロードバンド、電気通信工事・保守、情報システム
開発、データセンター事業等を展開しています。
売上高は、情報システム開発受託の増加などにより、前年
同期に比べ８.１％増の４６１億円、営業利益は、光ブロードバ
ンドサービス拡大に伴う減価償却費の増加などにより、７.２％
減の３７億円となりました。

その他の事業
その他の事業は、不動産、住宅関連サービス、介護事業等
を主たる事業とする生活サービス事業と、環境・リサイクル
事業を展開しています。
売上高は、不動産販売に係る収入の減少などにより、前年
同期に比べ６.４％減の１２１億円、営業利益は、賃貸建物の減
価償却費の減少などもあり、５.２％増の２１億円となりました。
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（　　）は前年同期比

■発電設備（出力）の構成

■売上高（営業収益）の推移（4～9月累計）

■四半期純損益（注）の推移（4～9月累計）

■販売電力量の推移

■主要供給設備

凡　例
水力発電所（5万kW以上）
揚水発電所（純揚水発電所）
火力発電所
原子力発電所
地熱発電所
内燃力発電所
風力発電所
太陽光発電所
主要変電所、開閉所
50万V送電線
22万V送電線
他社設備
発電所の数値は出力（MW）
を示す

屋
久
島

種
子
島

対
馬

壱
岐

奄
美
諸
島

ト
カ
ラ
列
島

五
島
列
島

与論島

徳之島

奄美大島

喜界島

沖永良部島

（平成28年9月30日現在）

玄海原子力
3,478

新小倉
1,800

至中国電力

脊振 中央

東九州
熊本

大牟田
3

中九州

南九州

宮崎

北九州
豊前

松浦700

相浦875 天山600

苓北1,400

甑島列島

苅田735

豊前1,000
豊前ディーゼル3.6

岩屋戸
52

塚原63.05
諸塚50上椎葉

93.2

一ツ瀬
180

小丸川
1,200

ひむか

大淀川第二
71.3大淀川第一

55.5

大霧30

新大分2,754.4

八丁原110
八丁原
バイナリー2

柳又63.8 滝上
27.5

大岳
12.5

大平
500

川内
1,000

川内原子力
1,780

山川
30

野間岬
3

松原50.6

西九州

事業の状況 設備の状況

新エネルギー等※
1.12%

※新エネルギー等には、地熱、太陽光、風力等を含みます。

（注）親会社株主に帰属する四半期純損益を指します。

（注）四捨五入のため、内訳と合計の数値が合わないことがあります。
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837.8

422.8

282.6

140.3
295.1

542.8
上  期
420.6

電力 電灯

282.0

138.6

  原子力
24.53%

水力
18.69%

石炭
12.85%

石油
19.03%

LNG
23.78%

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億kWh）

計
1,915万
kW

火力 55.66%
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△1,495（-）

△357（-）
△359（-）

814（52.0）

535（-）
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四半期連結財務諸表

四半期連結貸借対照表（平成２８年９月３０日現在）
（単位：百万円）

資産の部
科 目 金 額

固 定 資 産
電 気 事 業 固 定 資 産
水 力 発 電 設 備
汽 力 発 電 設 備
原 子 力 発 電 設 備
内 燃 力 発 電 設 備
新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 設 備
送 電 設 備
変 電 設 備
配 電 設 備
業 務 設 備
そ の 他 の 電 気 事 業 固 定 資 産
そ の 他 の 固 定 資 産
固 定 資 産 仮 勘 定
建 設 仮 勘 定 及 び 除 却 仮 勘 定
原 子 力 廃 止 関 連 仮 勘 定
核 燃 料
装 荷 核 燃 料
加 工 中 等 核 燃 料
投 資 そ の 他 の 資 産
長 期 投 資
使 用 済 燃 料 再 処 理 等 積 立 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金 （貸 方）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金 （貸 方）

４,００２,２７９
２,３４９,５６２
２６７,９４２
２１４,７９９
２４４,０２５
１６,６８９
１３,２６３
６３４,２４２
２２１,８６９
６１６,７２２
１１４,２２５
５,７８２

３２８,９０７
４１４,６９５
３９４,２３６
２０,４５９
２７６,３８５
６４,６５２
２１１,７３３
６３２,７２８
１１４,４８５
２５４,６８６
１０,７５８
１４０,８７２
１１３,２２３

△ １,２９７
６４３,８２３
２７８,６４５
２２４,１６５
６３,８５２
２９,０９４
４８,８９１

△ ８２５

合 計 ４,６４６,１０２

負債及び純資産の部
科 目 金 額

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
使 用 済 燃 料 再 処 理 等 引 当 金
使用済燃料再処理等準備引当金
災 害 復 旧 費 用 引 当 金
退 職 給 付 に 係 る 負 債
資 産 除 去 債 務
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

流 動 負 債
１年以内に期限到来の固定負債
短 期 借 入 金
支 払 手 形 及 び 買 掛 金
未 払 税 金
災 害 復 旧 費 用 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

引 当 金
渇 水 準 備 引 当 金

負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
為 替 換 算 調 整 勘 定
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

非 支 配 株 主 持 分
純 資 産 合 計

３,２４４,３１３
９３４,２９３
１,６４１,４３１
２７３,１９７
３１,１２７
３９４

１０１,６９３
２１４,７９５

１０８
４７,２７１
８２５,５３２
４４７,３９５
１１６,３９４
５１,５１２
２８,２８３
４,６２４
６１

１７７,２６０
８,１１４
８,１１４

４,０７７,９６０

５７２,５９１
２３７,３０４
１２０,８４５
２１５,１１９

△ ６７７
△ ２５,０２０

２,９２８
△ ３,３３６
△ ５,１７７
△ １９,４３５

２０,５７１
５６８,１４１

合 計 ４,６４６,１０２
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四半期連結損益計算書（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）
（単位：百万円）

費用の部
科 目 金 額

営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用

そ の 他 事 業 営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

四 半 期 経 常 費 用 合 計

四 半 期 経 常 利 益

渇 水 準 備 金 引 当 又 は 取 崩 し

渇 水 準 備 金 引 当

特 別 損 失

財 産 偶 発 損

災 害 特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

法 人 税 等

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

四 半 期 純 利 益

非支配株主に帰属する四半期純利益

親会社株主に帰属する四半期純利益

８１３,５３３

７５１,８９６

６１,６３６

１１４,７６３（ ）

２３,２２５

１８,３４１

４,８８３

８３６,７５８

１００,３７１

４８７

４８７

１０,０２１

３１６

９,７０４

８９,８６２

７,７３８

１１,９９８

△ ４,２５９

８２,１２４

６８０

８１,４４４

収益の部
科 目 金 額

営 業 収 益

電 気 事 業 営 業 収 益

そ の 他 事 業 営 業 収 益

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金

受 取 利 息

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

四 半 期 経 常 収 益 合 計

９２８,２９７

８５９,２５７

６９,０３９

８,８３３

１,８９４

１,８３６

２,５４７

２,５５４

９３７,１３０
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四半期連結財務諸表

（単位：百万円）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書の要旨（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）

連結決算対象会社（平成２８年９月３０日現在）

科 目 金 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 四 半 期 末 残 高

９７,０５４
△１４３,５７８
△ ９１,２８１
△ １,６５０
△１３９,４５６
４２９,７５７
２９０,３０１

連結子会社４１社
（株）キューデン・インターナショナル
九州通信ネットワーク（株）
大分エル・エヌ・ジー（株）
（株）電気ビル
北九州エル・エヌ・ジー（株）
九電みらいエナジー（株）
ニシム電子工業（株）
（株）キャピタル・キューデン
九電テクノシステムズ（株）
（株）九電ハイテック
西日本空輸（株）
西日本プラント工業（株）
九州高圧コンクリート工業（株）
九電産業（株）
九電ビジネスソリューションズ（株）
（株）アール・ケー・ケー・コンピューター・サービス
西日本技術開発（株）
九電不動産（株）
九州メンテナンス（株）
キューデン・インターナショナル・ネザランド
パシフィック・ホープ・シッピング・リミテッド
キュウシュウ・エレクトリック・オーストラリア社
キュウシュウ・エレクトリック・ウィートストーン社
九電新桃投資股�有限�司
キューデン・サルーラ ほか１６社

持分法適用会社２７社
戸畑共同火力（株）
（株）九電工
（株）福岡クリーンエナジー
大分共同火力（株）
（株）キューヘン
誠新産業（株）
（株）九建
キュウシュウ・トウホク・エンリッチメント・インベスティング社
エレクトリシダ・アギラ・デ・トゥクスパン社
エレクトリシダ・ソル・デ・トゥクスパン社 ほか１７社
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インフォメーション
株式の状況

株式分布状況（普通株式）

発行可能株式総数
発行済株式の総数　普通株式
　　　　　　　　　A種優先株式

10億株
4億7,418万3,951株

1,000株
株主数　普通株式
　　　　A種優先株式

155,974名
1名

■ 株主分布 （地域別）

（平成28年9月30日現在）

四国

近畿
中部 関東

東北

中国
2.4％

4.1％

12.2％ 9.2％

21.4％
1.0％

九州

48.4％

北海道
0.7％

外国
0.3％

沖縄
0.3％

■ 当社株価と日経平均株価の推移

H25.9 H26.3 H26.9 H27.3 H28.9H28.3H27.9

日経平均株価（円）

当社
株価（円）
2,000
1,500
1,000
500

21,000
20,000
19,000
18,000
17,000
16,000
15,000
14,000
13,000
12,000
11,000
10,000
9,000
8,000

日経平均株価
（月末終値）

当社株価
（月末終値）

■ 所有者別 

■ 株主分布 （所有株数別）

金融機関
41.0％

個人・その他
34.0％

外国人
18.0％

政府・地方公共団体
0.9％

1～99株
24.1％

100～499株
33.5％

1,000～
4,999株
25.3％

500～999株
13.2％

5,000株以上 3.9％

証券会社 1.3％その他国内法人 4.8％

● ● ● ●
● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ●

● ●
●

● ●
●

● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ●

● ●

●
●

● ● ●
●

●
●

● ●

● ●

● ● ●

●
●

●

●
●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

●
●

●

●
●●
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株主メモ
事 業 年 度
定時株主総会
基 準 日

4月1日から翌年3月31日まで
6月
定時株主総会・期末配当  3 月31日
中間配当　　　　　　　　9 月30日
（その他必要あるときはあらかじめ公告します。）

単 元 株 式 数

証 券 コ ード

普通株式　 100株
Ａ種優先株式　1株
9508

公 告 方 法 電子公告により、当社のホームページに掲載いた
します。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない
場合は、福岡市において発行する西日本新聞に
掲載して行います。
●ホームページ　http：//www.kyuden.co.jp

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

（平成28年9月30日現在）

（平成28年9月30日現在）

昭和26年5月1日
2,373億486万3,699円
13,188名

会社概要
設 立 年 月 日
資 本 の 額
従 業 員 数

主要事業所
　本　　店

　支　　社

取締役及び監査役
貫　　 正 義
瓜 生 道 明
佐 藤 尚 文
荒 牧 智 之
伊 﨑 数 博
佐 木有三
山 元 春 義

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

取 締 役

薬真寺偉臣
中 村　　 明
渡 辺 義 朗
長 尾 成 美
山 﨑 　 尚
渡 辺 顯 好
菊 川 律 子

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

平 野 俊 明
長　　 宣 也
亀 井 英 次
古 荘 文 子
井 上 雄 介
古 賀 和 孝

常任監査役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号
☎（092）761-3031
北九州・福岡・佐賀・長崎・大分・熊本・宮崎・鹿児島・東京
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◎特別口座でご所有の株式について、売買・譲渡するためには、「証券会社の口座（一般
口座）」への振替手続きが必要です（単元未満株式の買取・買増手続きは、特別口座
でも請求可能です）。

◎特に、現在「特別口座」と「一般口座」の両方にお預けの場合には、特別口座から一般
口座へのお振り替えにより、一般口座で一括管理されることをお勧めします。

◎お預け状況の確認や口座振替をご希望される株主さまは、上記の三井住友信託銀行
までお問い合わせください。

＊特別口座から一般口座への振替には手数料はかかりません。
＊証券会社によって、口座開設手数料や管理料が発生する場合がございます。
  詳細は、各証券会社までお問い合わせください。

九州電力株式会社
〒810-8720  福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号  TEL 092-761-3031（代表）
ホームページアドレス  http：//www.kyuden.co.jp

株式に関するお手続きのお問い合わせ

住所変更､単元未満株式（100株未満）の買取・買増請求､相続のお手続きなど

株式を証券会社へお預けでない株主さま
（特別口座に株式をお持ちの株主さま）

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
☎0120-782-031（フリーダイヤル）
http://www.smtb.jp/personal/agency/
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号

株式を証券会社へお預けの株主さま お取引の各証券会社

特別口座に株式をお持ちの株主さまへ




